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⚑．森林管理の現状と現行森林管理法制の課題
（⚑）森林管理の現状
日本の国土面積 3,780 万 ha のうち、森林面積は 2,508 万 ha と約⚓















には 90%を超えていたが、2016 年には 34.8％に低下している
4)
。
2013 年度の⚑林業経営体当たりの年間林業粗収益 248 万円から林業































































































て、全国 158 の森林計画区（流域）ごとに⚕年ごとに 10 年を⚑期とする
地域森林計画（⚕条①）を策定し、市町村は地域森林計画の対象となっ
ている民有林につき、⚕年ごとに 10 年を⚑期とする市町村森林整備計




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































行制度の規定（旧森林法 10 条の 10 ②～⑧、10 条の 11～10 条の 11 の⚘）は削
































































































































合、12 時間経過後の 10 分間当たりの流出量では、森林約 0.05mmに対


































































⚑） 林野庁編『平成 30 年版 森林・林業白書』38 頁。主要樹種の面積構成比は、ス
ギが 44%、ヒノキが 25%、カラマツが 10%となっている。
⚒） 林地に立っている樹木の価格で、樹木から生産される丸太の材積⚑ m3当たり
の価格で示される。ヒノキ山元立木価格、スギ山元立木価格は、1980 年にそれ
ぞれ 42,947 円、22,707 円であったが、2017 年には 6,200 円、2,881 円に下落し
ている。林野庁編・前掲注（⚑）87 頁参照
⚓） 製材工場着の価格で、ヒノキ中丸太、スギ中丸太の⚑ m3当たりの価格は、
1980 年にそれぞれ 76,400 円、39,600 円であったが、2017 年には 18,100 円、
13,100 円に下落している。林野庁編・前掲注（⚑）135 頁参照
⚔） 林野庁編・前掲注（⚑）132 頁、135 頁
⚕） 林野庁編・前掲注（⚑）91 頁



































年）14 頁。違法な林地開発の件数は、2011 年度の 134 件から 2014 年度には 205
件に急増している。
20） 林野庁編・前掲注（⚑）56 頁
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って発生した山腹崩壊に伴う流木が下流に大きな被害を与えている。
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